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１．15年 9月中間期の業績（平成 15年４月 1日～平成 15年 9月 30日）
　(1) 経営成績    　　　　  （百万円未満の金額は、四捨五入にて表示しております。）

売 上 高 　営　 　業 　　利 　　益 経 常 利 益

1 5 年 9 月 中 間 期
1 4 年 9 月 中 間 期

百万円

2,794
2,609

%
(   7.1 )
(   6.5 )

百万円

410
385

%
(   6.4 )
(  12.2 )

百万円

430
403

%
(   6.8 )
(   9.9 )

1 5 年 3 月 期 5,528 (   6.8 ) 875 (   7.6 ) 896 (   4.5 )

中 間 ( 当 期 )
純 利 益

1株当たり中間(当期)
純 利 益

潜在株式調整後 1株当たり
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

1 5 年 9 月 中 間 期
1 4 年 9 月 中 間 期

百万円

253
223

     %
(  13.5 )

 (   9.9 )

　　　　　円  　　　銭
29 94
26 39

　　　　　　 円  　　　 銭
29 89
26 31

1 5 年 3 月 期 487  (   0.8 ) 57 56 57 44
（注）①持分法投資損益 　15年 9月中間期       2百万円　 14年 9月中間期      2百万円   15年 3月期      3百万円
②期中平均株式数 　15年 9月中間期   8,460,000株　 14年 9月中間期   8,460,000株　 15年 3月期  8,460,000株
③会計処理の方法の変更 有　・　無

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況
１ 株 当 た り

中 間 配 当 金

１ 株 当 た り

年 間 配 当 金 　

1 5 年 9 月中間期
1 4 年 9 月中間期

円 銭

0  　　00
0  　　00

円 銭

1 5 年 3 月 期 　　 15 00
（注） 15年 3月期期末配当金の内訳　普通配当 14円 00銭　記念配当 1円 00銭

(3) 財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

1 5 年 9 月中間期
1 4 年 9 月中間期

百万円

8,758
8,412

百万円

7,685
7,292

%
87.7
86.7

円 銭

908 37
861 93

1 5 年 3 月 期 8,704 7,556 86.8 893 18
（注）①期末発行済株式数  15年 9月中間期　 8,460,000株　 14年 9月中間期　 8,460,000株　 15年 3月期　8,460,000株
②期末自己株式数　　15年 9月中間期　         －株　 14年 9月中間期　         －株　 15年 3月期　        －株

(4) キャッシュ・フローの状況
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

1 5 年 9 月中間期
1 4 年 9 月中間期

百万円

 403
181

百万円

△225
△134

百万円

△126
△125

百万円

2,128
1,927

1 5 年 3 月 期 441 △247 △123 2,077

２．16年 3月期の業績予想（平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日）
１株当たり年間配当金

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
　期　　末

通　　　　　期

百万円

5,900
百万円

926
百万円

530
円  銭

 14    00
円  銭

 14    00
（参考）１株当たリ予想当期純利益（通期）　　62円 67銭
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経営成績及び財政状態

 (１) 当中間期の概況

当中間期におけるわが国経済は、株式市場の回復や景気の底入れなどの要素が指摘されるものの、依然として

厳しい経済環境が継続いたしております。

　当業界におきましては、民間教育への期待が増大するとともに、教育サービスを選別する顧客（生徒・保護者）

の目が厳しくなり、良質なサービスを求める志向が高まっております。

　このような情勢のもと当社は、各事業部門において提供する教育サービスの質的向上や新たな教育サービスの

開発に注力し、生徒ならびに保護者からの信頼を深めることに努めてまいりました。

　前期末に開設いたしました兵庫県神戸市、芦屋市、三田市、大阪府豊中市の各校舎においては、地域からの信

頼が高まるにつれ、生徒募集は順調に推移いたしております。地域における競争の厳しさを反映し、既設校にお

いては生徒数が前年同日比で減少いたしましたが、新設校における生徒募集が順調であることから、全体では生

徒数が 318名増加（前年同日比 2.2％増加）いたしました。

　当中間期における設備投資に関しましては、新たに開設した２つの校舎（兵庫県神戸市、宝塚市）において今

後生徒募集を本格化させる予定であります。また、情報技術（ＩＴ）分野におきましても、先進的なウェブサイ

トの立ち上げが数度の新聞報道などにより高く評価され、今後コンテンツの充実により、教育サービスの質的向

上を図り、校内生の満足度の向上を目指しつつ、営業効果につなげていく計画であります。

　株式会社ベネッセコーポレーションとの提携事業に関しましては、共同研究開発のための拠点を確保し、今後

人的交流をさらに深め、提携事業の具体化を加速させてまいります。

　これらの結果、当中間期における業績は、売上高で 2,794百万円（前年同期比 7.1%増）、営業利益は 410百

万円（前年同期比 6.4%増）、経常利益は 430百万円（前年同期比 6.8%増）、中間純利益は 253百万円（前年

同期比 13.5%増）となりました。

 (２) 通期の見通し

今後の見通しといたしましては、積極的な校舎展開及び IT投資などの成果により、通期の経営成績において増

収増益を維持することを目指しております。

　当中間期に新規開設いたしました校舎においては、授業が進むにつれ、当社の教育サービスに対する評価が高

まり、夏期講習期間を通じて生徒募集はさらに順調に推移いたしております。

　ＩＴを活用して開発されたウェブサイトは、コンテンツを充実させ、インターネットを利用した教育サービス

の開発など、校内生の満足度を高める効果をＩＴによって実現させてまいります。

これらによって､通期の業績は､売上高 5,900百万円（前期実績比 6.7%増）､営業利益 898百万円（前期実績比

2.5%増）､経常利益 926百万円（前期実績比 3.4%増）､当期純利益 530百万円（前期実績比 8.9%増）を計画して

おります。
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（３）生産、受注及び販売の状況

１．事業部門別生徒数の状況

期別 前 中 間 期 末

(平成 14年 9月 30日現在)
当 中 間 期 末

(平成 15年 9月 30日現在)

前年同日比

増減

既設校前年同日比

増減

事業部門名 人 数 占 有 率 人 数 占 有 率 人 数 増 減 率 人 数 増 減 率

( 小 ・ 中 学 部 門 ）
開 進 館

人

4,328
％

30.2
人

4,042
％

27.6
人

△286
％

△6.6
人

△286
％

△6.6
(国私立中学受験部門 )
進 学 館 1,420 9.9 1,678 11.5 258 18.2 △161 △12.1
( 大 学 受 験 部 門 )
研 伸 館 中 学 生 課 程 1,020 7.1 1,132 7.7 112 11.0 △8 △0.8
( 大 学 受 験 部 門 )
研 伸 館 高 校 生 課 程 4,964 34.6 4,727 32.3 △237 △4.8 △349 △7.3
( 英 会 話 部 門 )
ア ナ ッ プ 572 4.0 563 3.8 △9 △1.6 △9 △1.6
( 個 別 指 導 部 門 )
関西個別受験指導会 2,029 14.2 2,509 17.1 480 23.7 △110 △5.4

合 計 14,333 100.0 14,651 100.0 318 2.2 △923 △6.6

(注)１．前年同日比増減欄において、研伸館高校生課程が減少しております主な要因は、前中間期末に研伸館

高校生課程にて部門管理しておりましたプライベ－トスク－ル課程の人数を、当中間期末より関西個別

受験指導会にて部門管理することに変更したことによるものであります。

２．既設校前年同日比増減欄は、各事業部門別における実質的増減を示しております。なお、事業年度開

始日より当中間期末までの会計期間を通じて、同一事業部門において営業を行っておりました校舎のみ

を対象として比較しております。
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２．事業部門別売上高の状況 (単位：千円・・・端数は切り捨てて表示しております。)
前 中 間 期









日年９月　至　平成

年４月　１日　自　平成
　

3014
14

当 中 間 期









日年９月　至　平成

年４月　１日　自　平成

3015
15 前 年 同 期 比

増 減

生 徒 数 売 上 高 構 成 比 生 徒 数 売 上 高 構 成 比 生 徒 数 売 上 高

　　期　別

　　　　　　　区分

　事業部門名
人 ％ 人 ％ 人

小 

・ 

中 

学 

部

( 小 ・ 中 学 部 門 )
開 進 館

(国私立中学受験部門)
進 学 館

( 大 学 受 験 部 門 )
研伸館中学生課程

4,067

1,333

989

667,964

321,647

164,478

25.6

12.3

6.3

3,863

1,636

1,030

671,946

398,133

181,208

24.0

14.3

6.5

△204

303

41

3,981

76,486

16,730

高 

校 

部

( 大 学 受 験 部 門 )
研伸館高校生課程 4,556 1,095,798 42.0 4,351 1,046,195 37.4 △205 △49,603

( 英 会 話 部 門 )
ア ナ ッ プ

( 個 別 指 導 部 門 )
関西個別受験指導会

512

1,798

35,680

321,726

1.4

12.3

551

2,224

38,148

457,729

1.4

16.4

39

426

2,467

136,003

そ 

の 

他

( そ の 他 ) － 1,925 0.1 － 1,020 0.0 － △905

合 計 13,255 2,609,220 100.0 13,655 2,794,381 100.0 400 185,160

(注)１．生徒数は、月平均の在籍人数（講習会外部生を除く）を記載しております。

２．前年同期比増減欄において、研伸館高校生課程が減少しております主な要因は、前中間期に研伸館高校生課

程にて部門管理しておりましたプライベ－トスク－ル課程を、当中間期より関西個別受験指導会にて部門管

理することに変更したことによるものであります。

３．(その他)の売上高は、情報処理技術支援及びソフトウエアの製作販売等によるものであります。

４．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

（４）財政状態

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間期に比べ営業収入の増加があった

ことにより、前中間期末に比べ 201 百万円増加（前年同期比 10.4％増）し、当中間期末には 2,128 百万円とな

りました。

当中間期における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動の結果得られた資金は 403百万円（同 122.1％増）となりました。

これは主に、業績が好調であり税引前中間純利益が 253百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動の結果使用した資金は 225百万円（同 68.2％増）となりました。

これは主に、預金期間が３ヶ月を超える定期預金の預入れの減少はあったものの、投資有価証券の売却がなか

ったこと、有形固定資産の取得 109百万円を行ったことなどを反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動の結果使用した資金は 126百万円（同 0.5％増）となりました。

これは主に、利益処分による配当金の支払額 126百万円を反映したものであります。
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個別中間財務諸表等

（１）中間貸借対照表

①資 産 の 部

　(単位：千円・・・端数は切り捨てて表示しております。)

期 別
前 中 間 期 末

(平成 14年 9月 30日現在)
当 中 間 期 末

(平成 15年 9月 30日現在)

前年同期比

増 減

前 期 末

(平成 15年 3月 31日現在)
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

( 資 産 の 部 )
Ⅰ 流 動 資 産

％ ％ ％

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

教 材

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 2,147,313
    17,937
    32,722
     4,983
    84,610
    26,026
     9,697
   △1,500

2,228,361
16,717
38,816

5,442
94,828
31,535
10,907
△750

81,047
△1,219

6,093
458

10,218
5,509
1,209

750

2,076,643
157,912

42,307
5,507

76,732
28,433
28,938
△3,200

流 動 資 産 合 計 2,321,791    27.6 2,425,859 27.7 104,067 2,413,276 27.7
Ⅱ 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１

1.
2.
3.
4.
5.

建 　 　 　 　 　 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

土 　 　 　 　 　 地

※２

※２

 1,580,489
    33,767
     2,972
    53,995
 2,816,924

1,681,436
26,607

2,027
71,214

2,864,373

100,947
△7,160
△945

17,219
47,449

1,703,768
28,632

2,408
75,500

2,816,924
有形固定 資産合 計  4,488,149    53.4 4,645,659 53.0 157,510 4,627,233 53.2

(2) 無 形 固 定 資 産

1.
2.

電 話 加 入 権

そ の 他

    18,080
       521

18,560
6,298

480
5,777

18,440
654

無形固定 資産合 計 18,601     0.2 24,858 0.3 6,257 19,094 0.2
(3) 投資その他の資産

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

従業員に対する長期貸付金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

    71,932
    25,500
        －

     3,615
 1,194,242
   202,796
     4,600
    85,045
   △4,600

57,426
25,500

1,030
1,870

1,286,448
196,291

      4,600
92,993

    △4,600

△14,506
－

1,030
△1,745

92,206
△6,504
－

7,947
－

    54,088
25,500

840
2,964

1,257,909
213,915

     4,600
89,117

   △4,600

投資その他の資産合計 1,583,131    18.8 1,661,559 19.0 78,427 1,644,335 18.9
固 定 資 産 合 計 6,089,882    72.4 6,332,077 72.3 242,194 6,290,662 72.3
資 産 合 計 8,411,674   100.0 8,757,936 100.0 346,262 8,703,939 100.0
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②負債及び資本の部

(単位：千円・・・端数は切り捨てて表示しております。)

期 別
前 中 間 期 末

(平成 14年 9月 30日現在)
当 中 間 期 末

(平成 15年 9月 30日現在)

前年同期比

増 減

前 期 末

(平成 15年 3月 31日現在)
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

( 負 債 の 部 )
Ⅰ 流 動 負 債

％ ％ ％

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

28,390
209,463

89,886
  169,254

43,827
29,182
32,358
29,594

9,652

23,849
119,314
100,301
193,000

44,038
38,072
45,043
33,977

9,961

△4,541
△90,148

10,415
23,745

210
8,890

12,684
4,383

309

66,751
131,482

89,141
180,000

47,412
40,665
25,151
31,015
15,873

流 動 負 債 合 計 641,610     7.6 607,559 7.0 △34,051 627,496 7.2

Ⅱ 固 定 負 債

1.
2.
3.

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

預 り 保 証 金

103,446
356,570

18,077

113,122
331,960

20,510

9,676
△24,610

2,432

133,589
366,280

20,295
固 定 負 債 合 計 478,093     5.7 465,592 5.3 △12,501 520,165 6.0

負 債 合 計 1,119,704    13.3 1,073,151 12.3 △46,552 1,147,661 13.2

( 資 本 の 部 )
Ⅰ 資　本　金

Ⅱ 資本剰余金

1. 資 本 準 備 金

1,640,120

1,919,114

19.5 1,640,120

1,919,114

18.7 －

－

1,640,120

1,919,114

18.8

資 本 剰 余 金 合 計 1,919,114 22.8 1,919,114 21.9 － 1,919,114 22.0
Ⅲ 利益剰余金

1.
2.

3.

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

中間(当期)未処分利益

 230,000

2,957,500
541,139

 230,000

3,307,500
581,253

 －

350,000
40,113

 230,000

2,957,500
804,818

利 益 剰 余 金 合 計 3,728,639 44.3   4,118,753 47.0 390,113 3,992,318 45.9
Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 自己株式

      4,095
         －

   0.1
－

     6,797
－

0.1
－

2,701
－

4,724
－

0.1
－

資 本 合 計 7,291,969 86.7 7,684,784 87.7 392,814 7,556,277 86.8

負債及び資本合計 8,411,674 100.0 8,757,936 100.0 346,262 8,703,939 100.0



－　　－6

（２）中間損益計算書

(単位：千円・・・端数は切り捨てて表示しております。)

期　別
前 中 間 期









日月年至　平成

年４月１日自　平成

30914
14

当 中 間 期









日月年至　平成

年４月１日自　平成

30915
15 前年同期比増減

前 期









日月年至　平成

年４月１日自　平成

31315
14

科　目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 金 額 百 分 比

％ ％ ％
Ⅰ
Ⅱ
売 上 高
売 上 原 価

2,609,220
1,805,064

 100.0
  69.2

2,794,381
2,011,726

 100.0
  72.0

185,160
206,662

5,527,514
3,779,770

  100.0
 68.4

売 上 総 利 益    804,155   30.8 782,654   28.0 △21,501 1,747,744 31.6
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.

10.
11.
12.
13.
14.
15.

広 告 宣 伝 費
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
役 員 報 酬
給 料 及 び 賞 与
退 職 給 付 費 用
役員退職慰労引当金繰入額

賞 与 引 当 金 繰 入 額
福 利 厚 生 費
採 用 費
消 耗 品 費
租 税 公 課
減 価 償 却 費
賃 借 料
支 払 手 数 料
そ の 他

149,559
－

63,360
63,450

9,308
28,900

3,730
15,678

3,589
3,134
4,098
7,265

25,343
11,080
30,464

135,031
－

62,555
53,890

2,097
－

3,806
15,293

3,030
10,627

5,281
6,240

30,965
14,413
29,689

       △14,527
－
△805
△9,560
△7,210
△28,900

76
△384
△558
7,493
1,182
△1,024

5,622
3,332
△775

361,710
2,489

128,521
122,971

12,589
38,610

2,385
29,181
19,518

5,379
7,906

14,626
49,952
21,046
55,425

販売費及び一般管理費合計 418,963   16.0 372,923  13.3 △46,040 872,315   15.8
営 業 利 益 385,192   14.8 409,730  14.7 24,538 875,428   15.8

Ⅳ 営 業 外 収 益
1.
2.
3.
4.
5.

受 取 利 息
投資有価証券利息
投資有価証券売却益
受 取 賃 料
そ の 他

278
1,737
－

19,161
5,774

1,266
－
－

16,548
5,082

988
△1,737
－

△2,613
△692

1,082
1,737

84
35,808

8,150
営 業 外 収 益 合 計 26,952    1.0 22,897  0.8 △4,055 46,863    0.9

Ⅴ 営 業 外 費 用
1.
2.
3.
4.

株 式 上 場 費 用
賃 貸 管 理 支 出
投資有価証券売却損
そ の 他

5,903
1,826

     1,335
120

－
1,826
－

501

△5,903
－

△1,335
381

21,508
3,653
1,335

120
営 業 外 費 用 合 計 9,185    0.4 2,328  0.1 △6,857 26,616    0.5
経 常 利 益 402,958   15.4 430,300  15.4 27,341 895,674   16.2

Ⅵ 特 別 利 益
1.
2.
3.

関係会社株式売却益
貸倒引当金戻入益
役員退職慰労金戻入益

※ １ 24
833
－

－
1,718

34,320

△24
885

34,320

24
－
－

特 別 利 益 合 計 857    0.0 36,038  1.3 35,180 24  0.0
Ⅶ 特 別 損 失

1.
2.
3.
4.

校 舎 整 理 損
固 定 資 産 除 却 損
貸倒引当金繰入額
そ の 他

※ ２
※ ３

※ ４

－
9,856
4,600
－

7,631
828
－

442

7,631
△9,027
△4,600

442

－
29,814

4,600
5,564

特 別 損 失 合 計 14,456    0.5 8,902    0.3 △5,553 39,978    0.7

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

   389,360

161,557
4,563

  14.9

   6.2
   0.1

457,436

190,987
13,114

  16.4
   
   6.8
   0.5

68,076

29,429
8,550

    
   
   
  

855,721

378,001
△9,198

  15.5
   
   6.9
 △0.2

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

   223,238

317,900

   8.6 253,334

327,918

   9.1 30,095

10,017

     486,917

317,900

   8.8
  

中間（当期）未処分利益 541,139 581,253 40,113 804,818



－　　－7

売上原価明細書

(単位：千円・・・端数は切り捨てて表示しております。)

期 別
前 中 間 期









日月年至　平成

年４月１日自　平成

30914
14

当 中 間 期









日月年至　平成

年４月１日自　平成

30915
15 前年同期比増減

前 期









日月年至　平成

年４月１日自　平成

31315
14

科 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 金 額 構 成 比

％ ％ ％

1.
2.
3.

人 件 費

教 材 費

経 費

986,529
50,086

  54.6
   2.8

1,098,854
58,407

 54.6
2.9

112,325
8,320

2,024,682
106,038

 53.6
2.8

通 信 費

水 道 光 熱 費

消 耗 品 費

減 価 償 却 費

賃 借 料

業 務 委 託 費

テ ス ト 代

受 験 情 報 誌 費

そ の 他

23,595
42,308
94,524
72,919

353,209
27,503
18,420

3,921
132,046

20,347
46,258

118,049
80,452

394,000
31,600
14,937

3,340
145,476

△3,247
3,949

23,524
7,533

40,791
4,097
△3,483
△580

13,430

49,899
83,658

242,786
158,973
729,722

56,482
48,834

7,757
270,933

経 費 合 計 768,449   42.6 854,465  42.5 86,015 1,649,050    43.6
中 間 （ 当 期 ） 売 上 原 価 1,805,064  100.0 2,011,726  100.0 206,662 3,779,770  100.0



－　　－8

（３）中間キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円・・・端数は切り捨てて表示しております。)

期　別
前 中 間 期









日月年至　平成

日月年自　平成

30914
1414

当 中 間 期









日月年至　平成

日月年自　平成

30915
1415

前 期









日月年至　平成

日月年自　平成

31315
1414

科　目 金 額 金 額 金 額

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入

原材料又は商品の仕入れによる支出

人件費の支出

その他の営業支出

小計

利息及び配当金の受取額

その他の受取額

その他の支払額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

関係会社株式の売却による収入

貸付けによる支出

貸付金の回収による収入

投資その他の資産の取得による支出

投資その他の資産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支出額

固定負債その他の増減額（減少：△）

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（減少：△）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

2,826,446
△97,380
△1,190,523
△1,141,572

396,970

2,961
24,350
△11,912
△231,303

181,067

△220,009
－

△41,207
－

－

129,240
401
△400
1,205
△13,643

10,672
△133,742

△117,924
△7,173
△125,098

－

△77,773
2,005,077
1,927,304

3,069,826
△100,572
△1,212,730
△1,184,631

571,892

2,108
20,758
△14,074
△177,987

402,697

△100,000
－

△109,261
－

－

－

－

△1,400
2,510
△72,956

55,820
△225,288

△125,905
214

△125,691

－

51,717
2,076,643
2,128,361

5,756,158
△127,810
△2,485,415
△2,281,846

861,085

4,430
42,915
△30,214
△437,001

441,214

△220,009
220,009
△295,419
－

－

148,027
401
△1,900

1,475
△124,730

25,613
△246,534

△118,160
△4,955
△123,115

－

71,565
2,005,077
2,076,643


